


参考資料３

モニタリング（評価・点検）の方法について

◆期間は、当該年度の指定管理業務を対象として、評価・点検を行う。
◆評価は、指定管理業務評価票（以下「評価票」）の評価項目に沿って、指定管理者は自己評価し、府は施設所管課としての評価を行う。

１）評価基準について
・各評価項目に対する評価を「Ｓ」、「A」、「B」、「C」の四段階で記入する。
・項目毎の評価は、次の４段階とする。
　　Ｓ（計画を上回る優良な実施状況）
　　Ａ（計画どおりの良好な実施状況）
　　Ｂ（計画どおりではないが、ほぼ良好な実施状況）
　　Ｃ（改善を要する実施状況）

⇒本公園における、項目毎の評価の目安は、以下のとおりとする。
　　Ｓ（優良）：当該年度の事業実施計画書に示した事項を適切に実施。
かつ、応募時の提案以上を実施。
　　Ａ（良好）：当該年度の事業実施計画書に示した事項を適切に実施。
　　Ｂ（ほぼ良好）：当該年度の事業実施計画書に示した事項を概ね実施できているが、
管理品質等に一部課題がある。
　　Ｃ（要改善）：当該年度の事業実施計画書に示した事項が適切に実施できておらず、
管理品質等に重大な課題がある。
※事業実施計画書に示した事項には、協議により変更した事項を含む

・年度毎の総合評価は、次の４段階とする。
　　Ｓ（項目ごとの評価のうちＳが５割以上で、Ｂ・Ｃがない）
　　Ａ（項目ごとの評価のうちＢが２割未満で、Ｃがない）
　　Ｂ（Ｓ・Ａ・Ｃ以外）
　　Ｃ（項目ごとの評価のうちＣが２割以上。又は、Ｃが２割未満であっても、
文書による是正指示を複数回行う等、特に認める場合）
※本公園における、年度毎の総合評価の算出においては、選定時の配点を鑑み、評価項目について、重みづけを行うこととする。
　　
２）指定管理者の自己評価　
・各評価項目に対する自己評価を上記評価の目安を参考に「Ｓ」、「A」、「B」、「C」の四段階で記入する。
・自己評価は、当該年度の事業実施計画書の達成度及び募集要項、管理マニュアル等に示す管理水準に照らして判断する。
・どのような指定管理業務を行ったか【実績】と、これに対する【自己評価】、特にＰＲしたい項目などについて簡潔に記入する。また、必要に応じて、自己評価理由が分かる資料を添付する。

３）府（施設所管課）の評価
・各評価項目に対する評価を上記評価の目安を参考に「Ｓ」、「A」、「B」、「C」の四段階で記入する。
・評価は、当該年度の事業実施計画書の達成度及び募集要項、管理マニュアル等に示す管理水準に照らして判断する。
・指定管理者の自己評価及び府が行う履行確認結果等をもとに、評価を記入する。
また、必要に応じて、評価理由が分かる資料を添付する。

４）評価委員会による点検及び指摘・提言
・指定管理者の自己評価、府の評価、利用者満足度調査の結果等について府から報告を受け、評価の
内容について点検を行い、指定管理者の業務の改善点等について、府に指摘・提言を行う。
（評価票の評価項目毎に指摘・提言）


その他
１）利用者満足度調査（アンケート）の実施
・以下の調査を指定管理者の評価として活用する。
①利用者アンケート調査
・春と秋の年２回以上実施する。
・設問は１回あたり20問程度とし、有効サンプル数は、合計で1,300件（１回あたり650件）以上を基本とする。
②イベントアンケート調査
・四季の花や自然を楽しむ四季イベントや花イベントなどイベントに係るアンケートを年間通じて実施。
・設問は１回あたり20問程度とし、有効サンプル数は、１回あたり400件以上を基本とする。　
・アンケートの結果は、評価委員会に報告し、評価内容の点検チェックの参考としてもらう。
　　　③指定管理者の独自アンケート調査　※実施があった場合に限る

　　　※今年度のアンケート調査については、新型コロナウイルスの影響により、イベントが中止・延期するなどしており、通常通りの実施は困難。外国人来園者数もほとんど見かけない状況であることや、指定管理者の収入減も著しいことから、見合わせる予定。なお、秋季以降のアンケートについては、状況により府と協議のうえ判断する。

２）財務諸表を用いた評価について
・契約期間中に指定管理者の経営状況が悪化し、指定管理業務の継続に影響を与えないように法人等の
経営状況を確認する。
・提出書類は、指定管理者の構成団体全社分の財務諸表（財産目録、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、これらに相当する書類）とする。
・提出時期は、指定管理者の決算報告が完了次第、速やかに提出することとする。

３）評価結果の活用について
・評価項目のうち、C評価のものについては、府が対応方針（業務改善方針）を策定し、次年度以降の事業計画等（指定管理者が作成する事業計画）に反映させ、管理運営の改善を図るよう、指定管理者に対して指導していく。但し、C評価以外のものであっても、必要に応じて対応方針を策定できるものとする。
・「評価票」及び「対応方針」については、府において、ホームページにて公表する。

４)中間総括、総合評価及び最終評価
平成35年度に指定期間前半（平成34年度末まで）の中間総括、平成38年度に総合評価（４段階評価）、平成40年度に最終評価を実施する。



